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Ⅰ 統合新病院の病床機能・病床数等について
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１ 両病院の主な機能について

⻘森市⺠病院県立中央病院分野

⻘森県がん診療連携推進病院都道府県がん診療連携拠点病院がん医療

救急告示病院救命救急センター、救急告示病院、
ドクターヘリ基地病院

救急医療

災害拠点病院基幹災害拠点病院災害医療

地域周産期医療協力施設総合周産期⺟⼦医療センター周産期医療

小児地域医療センター小児地域医療センター小児医療

第一種感染症指定医療機関、
第二種感染症指定医療機関

新興感染症・発生ま
ん延時における医療

へき地医療拠点病院へき地医療

地域医療支援病院、
臨床研修指定病院(基幹型)

小児在宅支援センター、
地域医療支援病院、

臨床研修指定病院(基幹型)
その他

○両病院が担ってきたがん医療等に係る主な機能は以下のとおりである。統合新病院では、両病院の機能は
継承していきたいと考えている。

※太字は三次的医療（全県対象）に係るもの



Ⅰ 統合新病院の病床機能・病床数等について
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２ 統合新病院の病床機能について
○統合新病院の病床機能については、県立中央病院と⻘森市⺠病院がこれまで担ってきた⾼度急性期及び急
性期機能を中心としたい。

○また、統合新病院の転院先となる回復期機能を有する医療機関等との機能分担・連携について、地域医療
連携推進法人の設立も視野に入れ、関係医療機関等の意見を踏まえながら検討を進めていきたい。

（参考）⻘森地域保健医療圏の機能別病床数
合計休床等慢性期回復期急性期⾼度急性期
3,4121136687361,300595R4病床機能報告①
679115564県立中央病院
4594938723⻘森市⺠病院

1,911585966416088その他の病院
36367295190有床診療所

3,0246591,127900338R7必要病床数②
▲388▲113▲9＋391▲400▲257②−①



Ⅰ 統合新病院の病床機能・病床数等について

① 年間入院患者数
新型コロナウイルス感染症の影響がない直近の期間（H29〜R元年度の3カ年平均）と、直近の期間（H29〜R2年度の4カ年

平均）の2種類のデータを基に、将来推計人口等を用いてR7〜27の年間入院患者数(5カ年毎)を推計。
② 平均在院日数

一般病床500床以上の⿊字都県立病院の平均(R元年度)の11.5日に設定。
⇒R7〜12年度の1日当たりの入院患者数は、682〜724人程度

③ 病床利用率
令和元年度における一般病床500床以上の⿊字都県立病院の平均病床利用率(81.9%)を参考に80〜85%に設定。
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一般病床数＝１日当たりの入院患者数［(①年間入院患者数×②平均在院日数)÷365日)］÷③病床利用率

(1)「県立中央病院と⻘森市⺠病院のあり⽅検討協議会」での算出⽅法
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病床数（①ベース）

R27R22R17R12R7利用率

8038669339741,00970%

74980887090994275%

70375881685288380%

66171376880283185%

62567372575878590%

59263868771874395%

病床数（②ベース）

R27R22R17R12R7利用率

8198849549981,03470%

76482589093196575%

71777483587390580%

67472878682285185%

63768874277680490%

60365270373576295%

1日当たりの患者数の推計（人/日)

800〜900床

３ 統合新病院の病床数について

80%：724人［(22,971人×11.5日÷365日)］÷80%≒900床
85%：682人［(21,643人×11.5日÷365日)］÷85%≒800床



Ⅰ 統合新病院の病床機能・病床数等について

あり⽅協議会と同じ算出⽅法とする。なお、用いるデータは直近の公表値に更新する。
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(2)統合新病院の病床数の算出⽅法について

一般病床数＝(ア)１日当たりの入院患者数［(①年間入院患者数×②平均在院日数)÷365日)］÷(イ)病床利用率

○ ①年間入院患者数は、2種類の両病院の平均入院患者数ベースに、国立社会保障・人口問題研究所が公表している将来推計人
口の増減率などから、R7〜R27年度の5カ年ごとに算出。

Ａ案 新型コロナウイルス感染症の影響がない期間（H29〜R元年度［3カ年平均］）の入院患者数を採用
Ｂ案 直近の期間（H29〜R4年度［6カ年平均］）の入院患者数を採用

○ ②平均在院日数は、一般病床500床以上の⿊字都県立病院の令和3年度実績に更新。(11.5日→11.1日)
（参考)R4年度実績：県立中央病院12.1日、⻘森市⺠病院：13.4日

(ア) 1日当たりの入院患者数について
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1日当たりの入院患者数（人/日）
〔A案：H29〜R元平均ベース〕

813.9
726.9
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1日当たりの入院患者数（人/日）
〔B案：H29〜R4平均ベース〕

R5
(4~10月)R4R3R2R元H30H291日当たりの

入院患者数
486.3489.1490.7501.8557.8570.1573.7県立中央病院
231.2237.8273.3260.4311.9305.3311.7⻘森市⺠病院
717.5726.9764.0762.2869.7875.4885.4両病院合計

(参考)
両病院の現状

両病院病床数(許可病床数)
1,138床
R5年度病床利用率
63.0%



Ⅰ 統合新病院の病床機能・病床数等について

○あり⽅協議会では病床利用率を80〜85％に設定していたが、人口減少等により、開院時をピークに入院患者
の減少が続いていくことを考慮すると、更に⾼い病床利用率に設定せざるを得ないのではないか。

○なお、病床利用率の設定に当たっては、両病院とも冬期間に患者が増加する傾向あることを考慮する必要が
あると考えられる。
《参考》年間平均患者数との乖離率（月別）【H29〜R4年度の6カ年平均】
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3月2月1月12月11月10月9月8月7月6月5月4月
2.27.11.0▲1.30.2▲0.4▲1.6▲4.7▲1.90.7▲1.50.9乖離率(％)

(イ) 病床利用率(※)について

病床利用率＝１日当たりの患者数/病床数

(※)病床利用率とは、病床がどれほどの割合で利用されているかを示す指標であり、⾼い利用率であるほど空き病床がなく運用
されていることを表す。



Ⅱ 統合新病院の開院時期について

① 最近の病院整備の事例 ⇒ 設計から開院まで概ね６年から８年程度必要

② 次期保健医療計画との整合 ⇒ 計画期間【令和６年４月から令和１２年３月】

③ 老朽化等を見据えた対応 ⇒ できるだけ早期の開院を目指すべき

≪目標設定のポイント≫

整備場所の候補地として⺠有地等を排除するものではない

 現時点では、整備場所や施設規模のほか、駐車場・ヘリポートといった付帯施設の
詳細など、建設工事等に関連する具体的な内容が決定していないこと等から、開院
時期を明確に設定することは困難な状況。

 一⽅で、開院時期の目標もなく漫然と対応するだけでは、統合新病院整備に向けた
ソフト・ハード両面にわたる検討が進まず、「統合新病院の早期開院実現」に支障
となるおそれ。

≪開院時期の考え方≫

『目標の開院時期』を設定し、目標に向けて各種準備を進めるべき
※現時点の目標を設定するものであり、必要(ハード面の検討状況等)に応じて変更があり得るもの
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Ⅱ 統合新病院の開院時期について

(仮)広島県
統合新病院
（1000床）

(仮称)伊丹市立
統合新病院
（602床）

兵庫県立⻄宮総合
医療センター(仮)

（552床）
R5R2R2基本計画

R5〜R7R2〜R3R2〜R3設 計

R8〜R5〜R9R4〜R8建設工事

R12頃R9R8開 院

概ね7〜8年概ね7年概ね6年計
(設計〜工事)

≪最近の病院整備の事例≫

⻘森市⺠病院県立中央病院
築38年経過（昭和60年11月開院）築42年経過（昭和56年9月開院）築年数

 施設の老朽化により、設備更新費用の増
加が見込まれる。

 感染症患者専用の施設(病棟、集中治療室、
陰圧室等)を有していない。

 建物構造上、制度変更や求められる病院
機能への対応が困難な状況となっている。

 都道府県立病院(500床以上)の中で供用期
間が最も⻑く、院舎の老朽化により、建物
や設備などの修繕費用が増加している。

 施設の狭隘化で診療スペースの確保が難
しくなりつつある。

 患者やその家族の⽅々が安全かつ快適に
利用できる病室等の環境改善が求められて
いる。

課 題

≪施設面の現状と課題≫

※法定耐用年数39年
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【地域医療連携推進法人制度の概要】
≪概 要≫：一般社団法人のうち、地域における医療機関等相互間の機能分担や業務の連携

を推進することを主たる目的とする法人として、医療法に定められた基準を満た
すものを都道府県知事が認定したもの。

≪全国の状況≫：３４法人（令和5年4月1日現在）※県内では「上十三まるごとネット」(R3.3.29認定)
≪構成団体≫ ：病院･介護施設等を運営する法人(自治体･⺠間)、医療従事者養成機関など
≪機能・業務≫：①診療機能の分担･連携 ⇒急性期･回復期･慢性期等の役割分担と連携

②患者の転院調整 ⇒入退院のルール設定や患者情報の共有による円滑な調整
③人材交流･人材育成 ⇒医療従事者の派遣や共同研修などによる人材確保
④薬品･診療材料等の共同購入 ⇒一括発注･一括交渉によるコスト抑制
⑤医療機器等の共同利用 ⇒CTやMRIなど⾼額医療機器の投資抑制
⑥その他連携業務

【第1回有識者会議における意見】
 統合新病院は、⾼度急性期、急性期でやっていくと思うが、回復期、慢性期、在宅医療との連

携が必須。
 地域医療連携推進法人は地域医療の一体感、共存するためのツールとして非常に有効。
 地域医療連携推進法人は早急に設立することを考えるべき。
 弘前大学と統合新病院が連携して、全県の医療を支える仕組みを作っていくことが重要。

Ⅲ 地域医療連携推進法人制度について
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都
道
府
県
知
事

都
道
府
県
医
療
審
議
会

意
見
具
申

認
定
・
監
督○医療連携推進区域（原則地域医療構想区域内）を定め、区域内の病院等の連携推進の⽅

針（医療連携推進⽅針）を決定
○医療連携推進業務等の実施

診療科（病床）再編（病床特例の適用）、医師等の共同研修、医薬品等の共同購入、
参加法人への資金貸付（基金造成を含む）、連携法人が議決権の全てを保有する関連
事業者への出資等

○参加法人の統括（参加法人の予算・事業計画等へ意見を述べる）

地域医療連携
推進評議会

社員総会
（連携法人に関す
る事項の決議）

理事会
（理事3名以上及
び監事1名以上）

地域医療連携推進法人
連携法人の
業務を執行

意見具申（社員総
会は意見を尊重）

(例)医療法人Ａ (例)公益法人Ｂ (例)NPO法人Ｃ 区域内の個人開業医
区域内の医療従事者養成機関
関係自治体 等

病院 診療所 介護事業所

参画（社員）参画（社員）参画（社員）参画（社員）

参加法人
（非営利で病院等の運営又は地域包括ケアに関する事業を行う法人）

【地域医療連携推進法人のイメージ】
Ⅲ 地域医療連携推進法人制度について
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Ⅲ 地域医療連携推進法人制度について

【県と市が設立する地独法関与の事例】【県内の事例】【病院統合の事例】

日本海ヘルスケアネット上十三まるごとネットはりま姫路総合医療センター
整備推進機構法人名

【山形県】酒田市、鶴岡市、遊佐町、
庄内町、三川町【⻘森県】上十三地域【兵庫県】中播磨・⻄播磨圏域医療連携推進区域

(地独)山形県・酒田市病院機構、
(一社)酒田地区医師会十全堂、
(医)健友会、(社福)光風会 など

計9団体
十和田市、三沢市兵庫県、(社医)製鉄記念広畑病院参 加 法 人

① 医療機器等の共同利用
② 医療材料・薬品等の共同交渉・共

同購入
③ 医療介護従事者の派遣体制の整備、

人材育成、人材交流
④ 入院患者の在宅療養生活への円滑

な移行の推進、病院と介護施設の
連携強化

⑤ 診療機能等の集約化・機能分担、
病床規模の適正化

⑥ 委託業務の共同交渉
⑦ 連携業務の効率化

① 医療機器の有効的な運用
② 薬品の地域フォーミュラリーの展

開
③ 職員の人材交流
④ 職員の資質向上に関する共同研修
⑤ 患者の相互診療体制の構築
⑥ 災害時における病院間の連携協力

の促進
⑦ 上十三地域におけるがん対策の推

進

① 統合再編新病院に向けた医療ス
タッフ確保と医療提供体制の整備
⇒統合再編に向けた各種マニュア
ルや基準等の統一化

② 地域医療ネットワークの強化
⇒医療情報の相互提供を円滑に行
う体制を構築し、統合再編新病院
への継続性の確保

③ 両病院の医療情報の活用
⇒共通の研修プログラムにより、
両病院職員のレベルアップと一体
感の醸成

④ 両病院スタッフの相互交流
⇒統合再編新病院で円滑な組織運
営が可能となるよう、医療スタッ
フの人材交流を実施

機能の分担及び業
務の連携に関する
事項

【事例①】
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Ⅲ 地域医療連携推進法人制度について

【救急医療に関する連携の事例】【電⼦カルテ情報一元管理の事例】

岡山救急メディカルネットワーク湖南メディカルコンソーシアム法人名
【岡山県】岡山市、⾚磐市、瀬⼾内市、⽟野市、備前市、

美咲町、久米南町、和気町、吉備中央町【滋賀県】大津市、草津市、栗東市、守山市、野洲市医療連携推進区域

(社医)十全会、(医)幸義会(社医)誠光会、(医)井上医院、(医)加藤内科医院
など計31団体参 加 法 人

① 脳疾患と心疾患(循環器疾患)の救急医療体制の充実
⇒専門医が速やかに応援できる体制の構築

② 連携強化により脳疾患と心疾患(循環器疾患)を横断的に
診療できる体制の構築

③ 医療材料・備品等の共同交渉・共同購入
④ 医療機器等の共同利用
⑤ 委託業務の共同交渉
⑥ 医療従事者の派遣体制・人事交流・人材育成
⑦ 地域住⺠への情報提供・啓発活動の実施
⑧ 診療所等の後継者の早期帰郷を図る手段として、参加法

人の病院と診療所等の両方の医師として勤務できるシス
テムの構築 ⇒在籍型出向を基本とした交流

① 医療機能の分担及び相互補完
② 在宅医療との業務連携の推進、参加法人施設間での患

者・利用者の移動が必要となった際のサポートカーの運
行

③ 特定保健指導等の検診後フォローによる予防医療の充実
④ 医療・介護従事者の資質向上に資する共同研修
⑤ 介護従事者の養成
⑥ 参加法人間の職員相互派遣
⑦ 施設稼働状況や退院患者・施設入所待機者等の情報共有

⇒電⼦カルテなどの情報を一元管理する｢コマンドセン
ター｣を活用した、患者情報のリアルタイムの分析・可
視化による、円滑な転入院の支援

⑧ 医療機器の共同利用
⑨ 経営効率向上に資するノウハウの共有
⑩ 医薬品・医療材料・医療機器・給食サービス・情報シス

テム・業務委託等の一括価格交渉及び共同購入
⑪ 給与計算、採用活動、広報活動、決算処理業務等の共同

実施

機能の分担及び業
務の連携に関する
事項

【事例②】
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【検討事項】

Ⅲ 地域医療連携推進法人制度について

 第１回会議における意見や他団体等の事例を踏まえ、以下の①〜③の視点ごとに
県と⻘森市はどのように取り組むべきか。

② ⻘森地域保健医療圏における機能分担と連携強化

① 統合効果の早期発現と円滑な病院統合

③ 「県内の地域医療を支える仕組み」づくりへの活用可能性
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